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平成 25 年１月９日 

各 位 

 

会 社 名 株式会社オストジャパングループ

（コード番号 2757：札証アンビシャス）

本社所在地 札幌市厚別区厚別南五丁目１番７号 

代 表 者 代表取締役社長 村 上  睦

問 合 せ 先 常務取締役 山 田 耕 資

電 話 番 号 011-896-5533（代表） 

（URL http://www.ost-japan.com/） 

 

 

株式会社富士薬品との資本業務提携契約の締結及び 

これによる当社株券等に対する公開買付けに関する賛同表明についてのお知らせ 

 

 当社は、平成 25 年１月９日開催の取締役会において、株式会社富士薬品（以下「公開買付

者」といいます。）との資本業務提携契約書の締結及びこれによる当社普通株式並びに平成 16

年９月 30 日開催の当社定時株主総会、平成 18 年４月 26 日開催の当社臨時株主総会及び平成

24 年９月５日開催の当社取締役会の決議に基づき発行された新株予約権に対する公開買付け

（以下「本公開買付け」といいます。）について、賛同の意見を表明するとともに、当社の株

主の皆様が本公開買付けに応募することを推奨する旨、及び当社新株予約権に関して本公開買

付けに応募するか否かについては、新株予約権者の判断に委ねる旨の決議をいたしましたので、

お知らせいたします。 

 

記 

 

1. 公開買付者の概要 

（１）商 号 株式会社富士薬品 

（２）所 在 地 埼玉県さいたま市大宮区桜木町二丁目 292 番地１ 

（３）代 表 者 の 役 職 ・ 氏 名  代表取締役社長 高柳 昌幸 

（４）事 業 内 容  医薬品等の配置薬販売、薬局販売、及び製造等 

（５）資 本 金 314,559,500 円（平成 25 年１月９日現在） 

（６）設 立 年 月 日  昭和 29 年４月 27 日 

（７）大 株 主 及 び 持 ち 株 比 率  

（平成 25 年１月９日現在） 
有限会社タツミ興産 

高柳 貞夫 

高柳 勢津子 

株式会社三輝商事 

富士薬品社員持株会 

高柳 昌幸 

株式会社埼玉りそな銀行 

株式会社武蔵野銀行 

株式会社三井住友銀行 

大島 映里 

36.39％

15.92％

12.39％

11.43％

9.28％

7.37％

1.14％

1.05％

0.59％

0.49％
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資本関係 該当事項はありません。 

人的関係 該当事項はありません。 
取引関係 該当事項はありません。 

（８）当社と公開買付者との関係  

関連当事者へ

の該当状況 

該当事項はありません。 

（注）持株比率とは、発行済株式総数に対する所有割合をいいます。 

 

2. 公開買付者が買付け等を行う株券等の種類 

① 普通株式 

② 新株予約権 

イ 平成 16 年９月 30 日開催の当社定時株主総会に基づき発行された第２回新株予約

権（以下「平成 16 年度新株予約権」といいます。） 

ロ 平成 18 年４月 26 日開催の当社臨時株主総会に基づき発行された第３回新株予約

権（以下「平成 18 年度新株予約権」といいます。） 

ハ 平成 24 年９月５日開催の当社取締役会に基づき発行された第１回株式報酬型新株

予約権（以下「平成 24 年度新株予約権」といい、イ乃至ハの新株予約権を総称し

て「本新株予約権」といいます。） 

 

3. 当該公開買付けに関する意見の内容、根拠及び理由 

(1) 本公開買付けに関する意見の内容 

 当社は、平成25年1月９日開催の取締役会において、株式会社富士薬品（以下「公開買付

者」といいます。公開買付者及びそのグループ会社も含め、「公開買付者グループ」とい

います。）による当社の普通株式（以下「本件株式」といいます。）及び上記2【公開買付

者が買付け等を行う株券等の種類】に記載するイからハの新株予約権（以下「本件新株予

約権」といい、本件株式と合わせて「本件株式等」といいます。）を対象とする公開買付

け（以下「本公開買付け」といいます。）について賛同の意を表明するとともに、当社の

株主の皆様が本公開買付けに応募されることを勧める旨及び本新株予約権に関して本公開

買付けに応募するか否かについては、本新株予約権者の判断に委ねる旨決議いたしました。 

 

(2) 本公開買付けに関する意見の根拠及び理由 

① 本公開買付けの概要 

公開買付者によれば、公開買付者は、この度、証券会員制法人札幌証券取引所（以下

「札幌証券取引所」といいます。）アンビシャスにその株式を上場している当社を公開買

付者の完全子会社化することを目的として、本公開買付けを実施することを決定したとの

ことです。 

公開買付者によれば、当社を公開買付者の完全子会社とするため、本公開買付けにより

公開買付者が当社の発行済普通株式の全てを取得できなかった場合には、下記「（４）本

公開買付け後の組織再編等の方針（いわゆる二段階買収に関する事項）」に記載の通り、

公開買付者は、本公開買付け後に、当社に対し、当社の株主を公開買付者のみとするため

の手続（以下「本スクイーズアウト手続」といいます。）の実施を要請する予定とのこと

です。 

また、本公開買付けにおいては、当社普通株式の全部を取得することを目的としている

ことから、買付予定数の上限を設定していないとのことです。他方、買付予定数の下限に
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ついては、当社が平成24年11月９日に提出した第12期第１四半期報告書に記載された平成

24年９月30日現在の発行済株式総数（1,623,000株）に、既に行使期間が到来している新

株予約権として、当社が平成24年９月27日に提出した第11期有価証券報告書に記載された

平成24年８月31日現在の平成16年度新株予約権及び平成18年度新株予約権（合計109個）

の目的となる当社普通株式の数（合計42,300株。なお、平成24年８月31日から同年９月30

日の間に平成16年度新株予約権及び平成18年度新株予約権の数に変動はありません。）を

加算した株式数（1,665,300株）に３分の２を乗じて得た数（1,110,200株）とするとのこ

とです。したがって、本公開買付けにおいては、応募株券の数の合計が1,110,200株に満

たない場合には応募株券の全部の買付けを行わないとのことです。 

本公開買付けに際して、公開買付者は、当社の第一位の主要株主であり、かつ代表取締

役社長を務める村上睦氏（所有株式数：544,200株、当社が平成24年11月９日に提出した

第12期第１四半期報告書に記載された平成24年９月30日現在の発行済株式総数1,623,000

株に対する所有株式数の割合（以下「所有割合」といいます。）：33.53％、所有株式全て

につき株式会社北洋銀行が担保設定）、村上睦氏の配偶者であり当社の第二位の主要株主

である村上博子氏（所有株式数：210,000株、所有割合：12.94％、所有株式全てにつき株

式会社北洋銀行が担保設定）及び村上睦氏の親族と関連のある会社であり当社の大株主で

ある有限会社エムワイケー（以下「エムワイケー」といいます。所有株式数：45,000株、

所有割合：2.77％）との間で、平成25年１月９日付で「公開買付応募契約書」（以下「本

応募契約」といいます。）を締結し、村上睦氏、村上博子氏及びエムワイケー（以下、総

称して「応募予定株主」といいます。）のそれぞれが保有する当社普通株式の全て（合計

799,200株、所有割合49.24％）について本公開買付けに応募する旨の合意を得ている（担

保権が設定されているものについては、担保権者である株式会社北洋銀行をして速やかに

当該担保権を解除させる旨の合意を得ているとのことです。村上睦氏及び村上博子氏によ

れば、平成25年１月10日以降、当該金融機関との間で担保権解除手続を行う予定であると

のことです。）とのことですが、上述のとおり本公開買付けにおける買付予定数の下限は

1,110,200株であるとのことですので、本公開買付けの成立には、応募予定株主による応

募に加えて311,000株（当社が平成24年11月９日に提出した第12期第１四半期報告書に記

載された平成24年９月30日現在の発行済株式総数1,623,000株に対して19.16％）の応募が

必要となります。応募予定株主との合意の内容については、下記「（６）本公開買付けに

係る重要な合意」の「①本応募契約」をご参照ください。また、公開買付者は、平成25年

1月９日付で当社との間で資本業務提携契約（以下「本資本業務提携契約」といいます。）

を締結しております。本資本業務提携契約の内容については、下記「（６）本公開買付け

に係る重要な合意」の「②本資本業務提携契約」をご参照ください。 

なお、当社は、平成25年１月９日開催の当社取締役会において、下記｢（７）本公開買付

けの公正性を担保するための措置｣の｢①当社における措置｣の「(a)独立した第三者算定機

関からの株式価値算定書の取得｣に記載の株式価値算定書、同｢(b)独立した法律事務所か

らの助言｣に記載の法的助言を踏まえ、本公開買付けの諸条件を慎重に検討した結果、当

社の企業価値の向上及び持続的な発展のためには、公開買付者の完全子会社となって同社

との堅固な協調体制を築き上げ、同社との協力関係のもと、最大限のシナジー効果を追求

することが必要であると考え、また、本公開買付けにおける買付け等の価格（以下「本公

開買付価格」といいます。）その他の諸条件は妥当で、少数株主の利益保護に十分留意さ

れており、当社の株主の皆様に対して合理的な株式売却の機会を提供するものであると判

断し、本公開買付けに賛同する旨の意見を表明するとともに、当社の株主の皆様が本公開

買付けに応募することを推奨する旨を決議しました。本新株予約権については、当社及び

当社子会社（以下「当社グループ」といいます。）の役員や従業員に対するインセンティ
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ブとして付与したものであり、公開買付者が本新株予約権を取得しても発行要項上は行使

できないことに鑑み、第三者算定機関から価値算定に関する意見を取得しておらず、本新

株予約権に係る買付価格の妥当性についての検証を行っていないことから、本新株予約権

に関して本公開買付けに応募するか否かについては、本新株予約権者の判断に委ねること

にいたしました。 

上記の取締役会においては、当社の取締役のうち代表取締役社長である村上睦氏は、公

開買付者と本応募契約を締結しているため、利益相反の疑いを回避する観点から、本公開

買付けに関する当社取締役会における審議及び決議には一切参加しておりません。当該取

締役会においては、当社取締役３名のうち、上記１名を除く２名の取締役全員が出席し、

出席した取締役の全会一致により、本公開買付けに賛同する旨の決議を行っています。 

また、当該取締役会には当社の監査役２名（両名とも社外監査役）が出席し、いずれも、

上記の当社取締役会における決議事項について異議がない旨の意見を述べています。 

② 本公開買付けに関する意思決定の過程及び理由 

当社グループは、当社及び連結子会社３社で構成され、「質の高い健康を提案するトー

タルコーディネート会社」を経営理念とし、調剤薬局事業、福祉事業、並びに不動産関連

事業を営んでおります。当社グループは、創業以来調剤薬局事業を基盤とし、現在は調剤

薬局23店舗を直営展開しております。これら調剤薬局店舗は、出店地域を集中させること

による事業基盤の強化及び機動的な人員シフト等による効率運営の実現を企図したドミナ

ント戦略により、すべて北海道内に在しております。また、当社グループは、平成15年に

は収益の多角化のため、グループホームを開所し福祉事業に参入、札幌市内の２つの施設

においてグループホーム及びデイサービスを経営しております。 

一方、公開買付者は、昭和29年の創業以来、配置薬事業を礎として事業を全国拡大し、

複合型医薬品企業として現在では配置薬事業に加え、ドラッグストア事業、薬品製造事業、

その他を行っております。 

近年は、個人消費の低迷や東日本大震災による得意顧客の喪失などにより厳しい経営環

境が継続しておりますが、公開買付者は、「元気を届ける」というイメージ戦略のもと、

全国規模の販売網を活かしたきめ細かい営業活動、顧客訪問の徹底などによって、顧客の

需要に応えているとのことです。公開買付者は、配置薬事業に係る拠点として、全国に

295か所の営業所を有していることに加え、平成４年に開始したドラッグストア事業にお

いても、積極的な出店戦略などにより事業を拡大した結果、「セイムス」の店舗名を中心

に全国で383店舗を運営しています。 

当社及び公開買付者は、平成24年２月頃、公開買付者の配置薬事業と当社グループの調

剤薬局事業及び福祉事業との間の相乗効果の発揮を意図した業務提携に関する協議を開始

いたしました。当該協議の具体的内容としては、主に、(ⅰ)当社グループの調剤薬局事業

と公開買付者の配置薬事業（当社の重要な事業基盤である北海道において22か所の営業所

を有しております。）間の北海道地域におけるマーケティング活動における連携、(ⅱ)当

社グループの調剤薬局と公開買付者薬品製造部門とが連携することによる顧客ニーズに基

づいた新製品の開発、及び(ⅲ) 公開買付者経営資源を活用した当社グループの福祉事業

の更なる積極展開に関する検討がなされました。 

かかる検討の過程において、公開買付者は、当社グループの施設の視察、並びに当社と

の複数回の協議を重ねた結果、当社及び公開買付者間のマーケティング活動並びに製品開

発における連携をより強固なものにし、また、当社グループの福祉事業に対する公開買付

者経営資源の投入をより迅速かつ有効なものにすることで、当社及び公開買付者の企業価

値を最大化させるには、当社を公開買付者の完全子会社とする方策が最良であると判断し、

公開買付者より、当社の第一位の主要株主であり、かつ代表取締役社長を務める村上睦氏
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に対して、本公開買付け及びその後の完全子会社化についての考え方及び基礎的な条件を

提案しました。当該提案について、村上睦氏が前向きな返答をしたことを受け、当社、村

上睦氏及び公開買付者は、本公開買付け及びその後の完全子会社化の具体的な条件に係る

協議・交渉を開始いたしました。 

その後、公開買付者による当社グループに対するデュー・ディリジェンスを経て、当社、

村上睦氏及び公開買付者の間で更に協議を進めた結果、当社としては、公開買付者を戦略

的事業パートナーとしながら、公開買付者の完全子会社として事業展開していくことが、

当社及び公開買付者間のマーケティング活動並びに製品開発における連携をより強固なも

のにし、また、当社グループの福祉事業に対する公開買付者経営資源の投入をより迅速か

つ有効なものにすることに繋がり、中長期的に当社の企業価値の向上を実現していくため

に有効であると判断し、更に本公開買付け及びその後の完全子会社化に係る諸条件並びに

事業運営の方針についての合意に至ったことから、平成25年１月９日開催の当社取締役会

において、本公開買付けについて賛同の意を表明するとともに、当社の株主の皆様が本公

開買付けに応募されることを勧める旨を決議するに至りました。 

今後当社及び公開買付者は、上記(ⅰ)マーケティング活動、(ⅱ)製品開発及び(ⅲ)福祉

事業の拡大に関する業務提携を実施し、企業価値の向上を実現させるために、更に検討を

進めて参ります。 

 

(3) 本公開買付け成立後の経営方針 

公開買付者によれば、公開買付者は、本公開買付け成立後、平成25年３月を目処に臨時

株主総会（以下「本臨時株主総会」といいます。）の開催を当社に要請し、本臨時株主総

会において当社の定款の一部を変更して当社取締役の定員を増員後、当社の取締役の過半

数となる４名の取締役を公開買付者より指名する予定ですが、現行の経営体制は当面維持

する方針であり、村上睦氏をはじめ、当社グループ各社の役職員には従前の業務を引き続

き担っていただく予定とのことです。なお、当社の監査役についても、現在の監査役に加

えて１名を新たに公開買付者より指定する予定とのことです。 

 

(4) 本公開買付け後の組織再編等の方針（いわゆる二段階買収に関する事項） 

 公開買付者によれば、公開買付者は、上記「（２）①本公開買付けの概要」に記載のと

おり、当社を公開買付者の完全子会社化する方針であり、本公開買付けにより、当社の発

行済普通株式の全てを取得できなかった場合においては、以下の方法により、公開買付者

が当社の発行済普通株式の全てを所有することになるよう本スクイーズアウト手続を行う

ことを企図しております。 

本スクイーズアウト手続を実施する場合、具体的には、本公開買付けが成立した後、公

開買付者は、①当社の定款の一部を変更して、当社において普通株式とは別個の種類の株

式を発行できるようにすることで、当社を会社法（平成17年法律第86号。その後の改正を

含みます。以下同じです。）の規定する種類株式発行会社とすること、②当社の定款の一

部を変更して、当社の発行する全ての普通株式に全部取得条項（会社法第108条第１項第

７号に規定する事項についての定めをいいます。以下同じです。）を付すこと、及び③当

社の当該株式の全てを取得し、当該取得と引換えに別個の種類の当社株式を交付すること

を、上記本臨時株主総会の付議議案に含めることを当社に要請する予定であるとのことで

す。 

また、かかる手続の実行に際して、本臨時株主総会において上記①の付議議案に対する

ご承認をいただきますと、当社は会社法の規定する種類株式発行会社となりますが、上記

②の定款の一部変更については、会社法第111条第２項第１号に基づき、本臨時株主総会



 

6 
 

の決議に加えて、株式の内容としての全部取得条項が付されることになる当社の普通株式

を保有する株主の皆様を構成員とする、種類株主総会（以下「本種類株主総会」といいま

す。）の決議が必要となるため、公開買付者は当社に対し、本臨時株主総会と同日に、上

記②の定款一部変更を付議議案に含む本種類株主総会を開催することを要請する予定との

ことです。 

上記各手続が実行された場合には、当社の発行する全ての普通株式は全部取得条項が付

された上で、その全てを当社が取得することとなり、当社の株主の皆様には当該取得の対

価として別個の種類の当社株式が交付されることになりますが、当社の株主の皆様のうち

交付されるべき当該別個の種類の当社株式の数が１株に満たない端数となる株主の皆様に

対しては、会社法第234条その他関係法令の定める手続に従い、当該端数の合計数（合計

した数に端数がある場合には当該端数は切り捨てられます。以下同じです。）に相当する

当該別個の種類の当社株式を公開買付者に対して売却すること等によって得られる金銭が

交付されることになります。 

なお、当該端数の合計数に相当する当該別個の種類の当社株式の売却の結果、当該株主

に対して交付される金銭の額については、本公開買付けにおける本公開買付価格に当該各

株主が保有していた当社普通株式の数を乗じた価格と同一になるよう算定する予定である

とのことです。また、全部取得条項が付された普通株式の取得の対価として交付する当社

株式の種類及び数は、本日現在未定でありますが、公開買付者が当社の発行済株式総数の

全部を保有することとなるよう、公開買付者以外の本公開買付けに応募されなかった当社

株式の株主の皆様に対し交付しなければならない当社株式の数が１株に満たない端数とな

るよう決定する予定であるとのことです。 

公開買付者は、本スクイーズアウト手続きを実施する場合、平成25年５月頃までに本ス

クイーズアウト手続を完了することを企図しておりますが、その具体的な日程等の詳細に

ついては未定であるとのことです。 

上記各手続に関連する少数株主の権利保護を目的としたと考えられる会社法上の規定と

して、(a)上記②の普通株式に全部取得条項を付す旨の定款変更を行うに際しては、会社

法第116条及び第117条その他の関係法令の定めに従って、株主の皆様はその保有する株式

の買取請求を行うことができる旨が定められており、また、(b)上記③の全部取得条項が

付された普通株式の全部取得が本臨時株主総会において決議された場合には、会社法第

172条その他の関係法令の定めに従って、株主の皆様は当該株式の取得の価格の決定の申

立てを行うことができる旨が定められております。これらの(a)又は(b)の方法による１株

当たりの買取価格及び取得価格は、最終的には裁判所が判断することになります。 

なお、公開買付者によれば、公開買付者は、関係法令の改正や関係法令についての当局

の解釈、本公開買付け後の公開買付者の株券等所有割合、又は公開買付者以外の当社の株

主の皆様による当社株式の所有状況等によっては、上記①から③の各手続に代えてそれと

概ね同等の効果を有する他の方法により本スクイーズアウト手続を実施する可能性があり、

また、実施時期に変更が生じる可能性もあるとのことです。但し、その場合であっても、

公開買付者以外の当社の株主の皆様に対して、適用法令に基づく手続に従い、最終的に金

銭を交付することを予定しており、公開買付者以外の当社の株主の皆様に対して交付され

る金銭の額については、本公開買付価格に当該各株主の皆様が所有していた当社の普通株

式の数を乗じた価格と同一になるように算定する予定とのことです。この場合における具

体的な手続については、当社と協議することになっておりますので、かかる協議のうえ、

決定次第、速やかに公表いたします。 

なお、本書面は、本臨時株主総会及び本種類株主総会における当社の株主の皆様の賛同

を勧誘するものでは一切ありません。 
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(5) 上場廃止となる見込み及びその事由 

当社普通株式は、現在、札幌証券取引所アンビシャスに上場していますが、公開買付者

は本公開買付けにおいて買付けを行う株券等の数に上限を設定していないとのことですの

で、本公開買付けの結果次第では、当社普通株式は札幌証券取引所アンビシャスの上場廃

止基準に従い、所定の手続を経て上場廃止となる可能性があります。また、本公開買付け

の完了時点で当該基準に該当しない場合でも、本公開買付けが成立し、その後上記

「（４）本公開買付け後の組織再編等の方針（いわゆる二段階買収に関する事項）」に記載

の本スクイーズアウト手続を実行する場合、当社普通株式は札幌証券取引所アンビシャス

の上場廃止基準に従い、所定の手続を経て上場廃止となります。なお、上場廃止後は、札

幌証券取引所アンビシャスにおいて当社の普通株式を取引することができなくなります。 

また、上記「（４）本公開買付け後の組織再編等の方針（いわゆる二段階買収に関する

事項）」に記載の本スクイーズアウト手続が実行される場合、全部取得条項が付された当

社の普通株式の対価として交付されることとなる別の種類の当社の株式の上場申請は行わ

れない予定であります。 

 

(6) 本公開買付けに係る重要な合意 

① 本応募契約 

公開買付者は、上記「（２）①公開買付けの概要」に記載のとおり、応募予定株主と

の間で、平成25年１月９日付で本応募契約を締結しております。本応募契約は、応募予

定株主が自ら保有する当社普通株式の全て（799,200株、所有割合49.24％）について、

本公開買付けに応募すること（担保権が設定されているものについては、担保権者であ

る株式会社北洋銀行をして速やかに当該担保権を解除させること）を定めるものですが、

応募予定株主は、公開買付者について、本応募契約に定める表明保証（注１）に重大な

違反若しくは誤りが存在する場合又は本応募契約上の義務（注２）につき重大な違反が

存する場合には、本応募契約を解除し、本公開買付に応募しないことができるとのこと

です。ただし、当該規定に基づき本応募契約が解除された場合であっても、応募予定株

主はその任意の裁量によって本公開買付けに応募することができるとのことです。 

（注１） 本応募契約において、公開買付者は、本応募契約締結日において、①同社

の適法・有効な設立及び存続、②本応募契約の締結及び履行に必要な権限

及び権能の存在並びに必要な手続の履践、③本応募契約の法的拘束力、強

制執行可能性、④本公開買付け及び本スクイーズアウト手続（以下「本取

引」といいます。）により同社が当事者となっている契約において債務不

履行事由等が構成されないこと、⑤本取引が司法・行政機関等の判断に違

反するものではないこと、⑥本取引による同社の事業等に対する担保権そ

の他の負担の不発生、⑦本取引の遂行に必要な許認可等の取得・法令等上

の手続の履践、⑧同社について法的倒産手続きの開始の申立て及びその可

能性の不存在、⑨反社会的勢力と関係がないことについて表明及び保証し

ているとのことです。 
（注２） 本応募契約において、公開買付者は、秘密保持義務、契約上の地位の譲

渡の禁止義務等を負っているとのことです。 

なお、公開買付者は、本応募契約において、村上睦氏との間で、その所有する平成24

年度新株予約権の全部（200個、その目的たる株式の数：20,000株、当社が平成24年11

月９日に提出した第12期第１四半期報告書に記載された平成24年９月30日現在の発行済

株式総数1,623,000株に対する割合：1.23％）について、本公開買付け期間の末日まで
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に同氏が放棄することを合意しているとのことです。 

② 本資本業務提携契約 

当社及び公開買付者は、平成25年１月９日付で本資本業務提携契約を締結しています。 

本資本業務提携契約の概要は以下のとおりです。 

(a） 資本業務提携の目的及び概要 

当社及び公開買付者は、以下の事項につきその効果を最大限に創出するために、本

取引によって公開買付者が当社を完全子会社とすることに合意する。 

(ⅰ) 当社グループの調剤薬局事業と公開買付者の配置薬事業間の北海道地域に

おけるマーケティング活動に関する連携 

(ⅱ) 当社グループの調剤薬局と公開買付者の薬品製造事業とが連携することに

よる顧客ニーズに基づいた新製品の開発 

(ⅲ) 公開買付者の経営資源を活用した当社グループの福祉事業の更なる積極展

開 

(b） 当社による本公開買付への賛同 

当社は、本公開買付けに賛同し（注）、本公開買付けにおける買付け等の期間（以

下「本公開買付期間」といいます。）中、株主に対して応募を推奨する旨の取締役

会決議を維持し、これを変更又は撤回しない。ただし、本公開買付期間が終了す

るまでの間に公開買付者以外の者による当社株式に対する対抗的な公開買付が開

始された場合には、公開買付者との間で誠実に協議する。かかる協議を経ても、

賛同決議の撤回又は変更を行わないことが当社の取締役の忠実義務違反又は善管

注意義務違反となることが客観的に明らかな場合には、当社は、賛同決議を撤回

又は変更することができる。 

（注）当社の賛同義務は、①公開買付者の表明及び保証が真実かつ正確であるこ

と並びに②本取引（本公開買付け及び本スクイーズアウト手続）の実行に

重大な影響を及ぼすおそれのある事由が生じておらず、かつ生じるおそれ

のないことを前提条件としています。本資本業務提携契約において、公開

買付者は、本資本業務提携契約締結日において、①同社の適法・有効な設

立及び存続、②本資本業務提携契約の締結及び履行に必要な権限及び権能

の存在並びに必要な手続の履践、③本資本業務提携契約の法的拘束力、強

制執行可能性、④本取引により同社が当事者となっている契約において債

務不履行事由等が構成されないこと、⑤本取引が司法・行政機関等の判断

に違反するものではないこと、⑥本取引による同社の事業等に対する担保

権その他の負担の不発生、⑦本取引の遂行に必要な許認可等の取得・法令

等上の手続の履践、⑧同社について法的倒産手続きの開始の申立て及びそ

の可能性の不存在、⑨反社会的勢力と関係がないことについて表明及び保

証しています。 

(c） 役員派遣 

当社は、本公開買付けが成立した場合、上記「（３）本公開買付け成立後の経営方

針」に記載のとおり公開買付者の指名する役員候補者が選任されるよう必要な行

為を行う。公開買付者は、本公開買付けの成立後も、解任につき正当な理由があ

る場合を除き、当社グループの現在の役員につき、現在の任期中、その地位及び

処遇を維持することに同意する。公開買付者は、本公開買付けの成立以降、同社

の指名する者が当社グループの各社の取締役の過半数を占めるまでの間、当社グ

ループの各社の取締役会及びグループ拡大経営会議に同社の指名する者をオブザ

ーバーとして参加させる。 
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(d） 本スクイーズアウト手続への協力 

当社は、本公開買付け終了後速やかに、本公開買付けの決済開始日の翌日を基準

日とする臨時株主総会及び種類株主総会を開催し、本スクイーズアウト手続に必

要な議案を上程し、決議する。 

 

(7) 本公開買付けの公正性を担保するための措置 

当社及び公開買付者は、応募予定株主が公開買付者と本応募契約を締結しており、必ず

しも応募予定株主と当社の少数株主との利害が一致しない可能性があることを踏まえ、本

公開買付けの公正性を担保すべく、以下のような措置を実施いたしました。 

① 当社における措置 

(a)独立した第三者算定機関からの株式価値算定書の取得 

当社は、本公開買付価格の公正性を担保することを目的として、本公開買付価格を決

定するにあたり、当社及び公開買付者のいずれからも独立した第三者算定機関としての

有限責任監査法人トーマツ（以下「トーマツ」といいます。）に当社の株式価値の算定

を依頼しました。なお、トーマツは、当社の関連当事者には該当せず、本公開買付けに

関して重要な利害関係を有しません。 

トーマツは、市場株価平均法、株価倍率法及びディスカウンテッド・キャッシュ・フ

ロー法（以下「ＤＣＦ法」といいます。）の各手法を用いて当社の株式価値算定を行い、

当社はトーマツから平成25年１月８日に株式価値の算定結果に関する株式価値算定書を

取得いたしました。なお、当社は、トーマツから本公開買付価格の公正性に関する意見

（フェアネス・オピニオン）を取得しておりません。 

上記各手法において分析された当社の普通株式１株当たりの価値の範囲はそれぞれ以

下のとおりです。 

市場株価平均法  321円から346円 
株価倍率法 501円から620円 
ＤＣＦ法 603円から1,019円 

市場株価平均法は、算定基準日を平成25年１月７日として、札幌証券取引所アンビ

シャス市場における当社の普通株式の直近１ヶ月間の終値平均値（346円）、直近３ヶ

月平均の終値平均値（328円）及び直近６ヶ月平均の終値平均値（321円）を基に、当

社の普通株式１株当たりの株式価値の範囲を321円から346円までと分析しております。 
    株価倍率法では、当社と類似する事業を営む上場会社の市場株価や収益性を示す財

務指標との比較を通じて当社の株式価値を分析し、当社の普通株式１株当たりの株式

価値の範囲を501円から620円までと分析しております。 
ＤＣＦ法では、当社の事業計画、直近までの業績の動向及び一般に公開された情報等

の諸要素を考慮した平成25年６月期以降の当社の将来の収益予想に基づき、当社が将来

生み出すと見込まれるフリー・キャッシュ・フローを一定の割引率で現在価値に割り引

いて企業価値や株式価値を分析し、当社の普通株式１株当たりの株式価値の範囲を603
円から1,019円までと分析しております。 
(b)独立した法律事務所からの助言 

当社は、本公開買付けを含む本取引に係る審議に慎重を期し、当社取締役会の意思決

定の公正性及び適正性を担保するために、リーガル・アドバイザーとして赤れんが法律

事務所を選任し、本公開買付けを含む本取引に対する当社の取締役会の意思決定の方法

及び過程等について法的助言を受けました。 

(c)利害関係を有しない取締役及び監査役全員の承認 

当社取締役会は、トーマツから取得した株式価値算定書、赤れんが法律事務所から得
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た法的助言を踏まえ、公開買付者による当社の完全子会社化を目的とした本公開買付け

に関する諸条件について慎重に協議、検討を行った結果、当社の企業価値の向上及び持

続的な発展のためには、公開買付者の完全子会社となって公開買付者との堅固な協調体

制を築き上げ、公開買付者との協力関係のもと、最大限のシナジー効果を追求すること

が必要であると考え、また、本公開買付価格その他の本公開買付けの諸条件は、当社の

株主に対して合理的な株式売却の機会を提供するものであると判断いたしました。その

結果、平成25年１月９日開催の当社取締役会において、当社の取締役３名のうち当社の

代表取締役社長である村上睦氏を除く２名全員の一致で、本公開買付けに賛同し、かつ、

当社の株主に対し本公開買付けに応募することを推奨する旨、及び本新株予約権に関し

て本公開買付けに応募するか否かについては、新株予約権者の判断に委ねる旨を決議い

たしました。なお、当社の代表取締役社長である村上睦氏は、公開買付者と本応募契約

を締結しているため、利益相反の疑いを回避する観点から、本公開買付けに関する当社

取締役会における審議及び決議には一切参加しておりません。また、当社の監査役２名

（両名とも社外監査役）が、上記取締役会に出席し、当社の取締役会が上記決議を行う

ことにつき異議がない旨の意見を述べております。 

 
② 公開買付者における措置 

(a)独立した第三者算定機関からの株式価値算定書の取得 

公開買付者によれば、公開買付者は、本公開買付価格の公正性を担保することを目的

として、本公開買付価格を決定するにあたり、当社及び公開買付者から独立した第三者

算定機関であるＡＣＥコンサルティング株式会社（以下「ＡＣＥコンサルティング」と

いいます。）に対し、当社の株式価値評価分析を依頼したとのことです。なお、ＡＣＥ

コンサルティングは、公開買付者の関連当事者には該当せず、本公開買付けに関して重

要な利害関係を有しないとのことです。 

ＡＣＥコンサルティングは、当社に対する現地調査、当社の経営陣へのインタビュー

及び当社に対するデュー・ディリジェンスの結果を踏まえて、市場株価分析、類似会社

比較分析及びディスカウンテッド・キャッシュ・フロー分析（以下「ＤＣＦ分析」とい

います。）の各手法を用いて当社の株式価値評価分析を行い、公開買付者はＡＣＥコン

サルティングから平成25年１月７日に株式価値算定書を取得したとのことです。 

上記各手法において分析された当社の普通株式１株当たりの価値の範囲はそれぞれ以

下のとおりとのことです。 

市場株価分析 318円から355円 
類似会社比較分析 537円から655円 
ＤＣＦ分析 719円から919円 

まず市場株価分析では、平成25年１月４日を基準日として、札幌証券取引所アンビ

シャスにおける当社の普通株式の基準日の普通取引終値（355円）、直近１週間（５

営業日）の普通取引終値の単純平均値（349円）、直近１ヶ月の普通取引終値の単純

平均値（340円）、直近３ヶ月の普通取引終値の単純平均値（324円）及び直近６ヶ月

の普通取引終値の単純平均値（318円）を基に、普通株式１株当たりの価値の範囲を

318円から355円までと分析しているとのことです。 
次に類似会社比較分析では、当社と比較的類似する事業を手掛ける上場企業の市場

株価や収益性等を示す財務指標との比較を通じて、当社の株式価値を評価し、普通株

式１株当たりの価値の範囲を537円から655円までと分析しているとのことです。 
ＤＣＦ分析では、当社の事業計画、直近までの業績の動向等の諸要素を考慮した平

成25年６月期以降の当社の将来の収益予想および設備投資計画に基づき、当社が将来
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生み出すと見込まれるフリー・キャッシュ・フローを一定の割引率で現在価値に割り

引いて企業価値や株式価値を分析し、普通株式１株当たりの価値の範囲を719円から

919円までと分析しているとのことです。 
なお、公開買付者は、本公開買付価格の公正性に関する評価（フェアネス・オピニオ

ン）については、取得していないとのことです。 
(b)公開買付価格の公正性を担保する客観的状況の確保 

公開買付者は、本公開買付期間について、法令に定められた最短期間が20営業日であ

るところ、32営業日としております。これは、公開買付期間を比較的長期に設定するこ

とにより、当社の株主の皆様及び新株予約権の保有者の皆様に本公開買付けに対する応

募につき適切な判断機会を確保しつつ、公開買付者以外の対抗者となり得る者にも買付

け等をする機会を確保しようとするものであるとのことです。また、公開買付者以外の

者による対抗的な買付け等が開始された場合には、公開買付者及び当社は誠実に対応策

を協議するものとしておりますが、かかる協議を経ても賛同決議の撤回又は変更を行わ

ないことが当社の取締役の忠実義務又は善管注意義務違反となることが客観的に明らか

な場合には、当社は、賛同決議を撤回又は変更することができるものとされております。

これらにより、本公開買付けの公正性を担保することが意図されております。 

 

4. 公開買付者又はその特別関係者による利益供与の内容 

  該当事項はありません。 

 

5. 会社の支配に対する基本方針に係る対応方針 

  該当事項はありません。 

 

6. 公開買付者に対する質問 

  該当事項はありません。 

 

7. 公開買付期間の延長請求 

  該当事項はありません。 

 

8. 今後の業績への影響の見通し 

本公開買付けが当社の業績に与える影響については現在精査中であり、今後業績予想修正

の必要性及び公表すべき事項が生じた場合は速やかに開示いたします。 

 

9. 支配株主との取引等に関する事項 

公開買付者は、当社の筆頭株主である村上睦氏と本応募契約を締結しており、村上睦氏か

ら当社株式を取得することを前提に本公開買付けを行うことから、当社の取締役会による本

公開買付けに対する意見表明は、支配株主との重要な取引等に該当いたします。当社として

は、上記｢３.(7)本公開買付けの公正性を担保するための措置｣に記載のとおり、その公正性

を担保し、利益相反を回避するための措置を講じております。 

以上 
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（参考）買付け等の概要（別添） 

 公開買付者が本日公表した添付資料（「株式会社オストジャパングループ株式及び新株予約

権に対する公開買付けの開始に関するお知らせ」）をご参照ください。 
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平成25年１月９日 

各 位 

 

埼玉県さいたま市大宮区桜木町二丁目292番地１ 

株式会社富士薬品 

代表取締役社長 高柳 昌幸 

 

 

株式会社オストジャパングループ株式及び新株予約権に対する 

公開買付けの開始に関するお知らせ 

 

 

株式会社富士薬品（以下「当社」又は「公開買付者」といいます。）は、株式会社オストジャパングループ

（以下「対象者」といいます。）の普通株式、並びに平成 16 年９月 30 日開催の対象者定時株主総会に基づき

発行された第２回新株予約権（以下「平成 16 年度新株予約権」といいます。）、平成 18 年４月 26 日開催の対

象者臨時株主総会に基づき発行された第３回新株予約権（以下「平成18年度新株予約権」といいます。）及び

平成24年９月５日開催の対象者取締役会に基づき発行された第１回株式報酬型新株予約権（以下「平成24年

度新株予約権」といい、各新株予約権を総称して「本新株予約権」といいます。）を取得するため、以下のと

おり、対象者の普通株式に対する公開買付け（以下「本公開買付け」といいます。）を行うことを決定いたし

ましたので、お知らせいたします。 

 

 

１．買付け等の目的等 

（１）本公開買付けの概要 

当社は、この度、証券会員制法人札幌証券取引所（以下「札幌証券取引所」といいます。）アンビシャ

スにその株式を上場している対象者を当社の完全子会社とすることを目的として、公開買付け（以下「本

公開買付け」といいます。）を実施することを決定いたしました。 

対象者を当社の完全子会社とするため、本公開買付けにより当社が対象者の発行済普通株式の全てを取

得できなかった場合には、下記「（４）本公開買付け後の組織再編等の方針（いわゆる二段階買収に関す

る事項）」に記載のとおり、当社は、本公開買付け後に、対象者に対し、対象者の株主を当社のみとする

ための手続（以下「本スクイーズアウト手続」といいます。）の実施を要請する予定です。 

また、本公開買付けにおいては、対象者普通株式の全部を取得することを目的としていることから、買

付予定数の上限を設定しておりません。他方、買付予定数の下限については、対象者が平成24年11月９日

に提出した第12期第１四半期報告書に記載された平成24年９月30日現在の発行済株式総数（1,623,000

株）に、既に行使期間が到来している新株予約権として、対象者が平成24年９月27日に提出した第11期有

価証券報告書に記載された平成24年８月31日現在の平成16年度新株予約権及び平成18年度新株予約権（合

計109個）の目的となる対象者普通株式の数（合計42,300株。なお、対象者によれば、平成24年８月31日

から同年９月30日の間に平成16年度新株予約権及び平成18年度新株予約権の数に変動はありません。）を

加算した株式数（1,665,300株）に３分の２を乗じて得た数（1,110,200株）としております。したがって、

本公開買付けにおいては、応募株券の数の合計が1,110,200株に満たない場合には応募株券の全部の買付

けを行いません。 

本公開買付けに際して、当社は、対象者の第一位の主要株主であり、かつ代表取締役社長を務める村上

睦氏（所有株式数：544,200株、対象者が平成24年11月９日に提出した第12期第１四半期報告書に記載さ

れた平成24年９月30日現在の発行済株式総数1,623,000株に対する所有株式数の割合（以下「所有割合」

といい、小数点以下第三位を四捨五入しております。）：33.53％、所有株式全てにつき株式会社北洋銀行

が担保設定）、村上睦氏の配偶者であり対象者の第二位の主要株主である村上博子氏（所有株式数：

210,000株、所有割合：12.94％、所有株式全てにつき株式会社北洋銀行が担保設定）及び村上睦氏の親族
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と関連のある会社であり対象者の大株主である有限会社エムワイケー（以下「エムワイケー」といいます。

所有株式数：45,000株、所有割合：2.77％）との間で、平成25年１月９日付で「公開買付応募契約書」

（以下「本応募契約」といいます。）を締結し、村上睦氏、村上博子氏及びエムワイケー（以下、総称し

て「応募予定株主」といいます。）のそれぞれが保有する対象者普通株式の全て（合計799,200株、所有割

合49.24％）について本公開買付けに応募する旨の合意を得ております（担保権が設定されているものに

ついては、担保権者である株式会社北洋銀行をして速やかに当該担保権を解除させる旨の合意を得ており

ます。村上睦氏及び村上博子氏によれば、平成25年１月10日以降、当該金融機関との間で担保権解除手続

を行う予定であるとのことです。）が、上述のとおり本公開買付けにおける買付予定数の下限は1,110,200

株であるため、本公開買付けの成立には、応募予定株主による応募に加えて311,000株（対象者が平成24

年11月９日に提出した第12期第１四半期報告書に記載された平成24年９月30日現在の発行済株式総数

1,623,000株に対して19.16％）の応募が必要となります。応募予定株主との合意の内容については、下記

「（６）本公開買付けに係る重要な合意」の「①本応募契約」をご参照ください。また、当社は、平成25

年１月９日付で対象者との間で資本業務提携契約（以下「本資本業務提携契約」といいます。）を締結し

ております。本資本業務提携契約の内容については、下記「（６）本公開買付けに係る重要な合意」の

「②本資本業務提携契約」をご参照ください。 

なお、対象者が平成25年１月９日に公表した「株式会社富士薬品との資本業務提携契約の締結及びこれ

による当社株券等に対する公開買付けに関する賛同表明についてのお知らせ」（以下「対象者プレスリ

リース」といいます。）によれば、対象者は、同日開催の対象者取締役会において、対象者及び当社のい

ずれからも独立した第三者算定機関としての有限責任監査法人トーマツ（以下「トーマツ」といいま

す。）による対象者の株式価値の算定結果に関する株式価値算定書、リーガル・アドバイザーである赤れ

んが法律事務所から得た法的助言その他の関連資料を踏まえ、本公開買付けの諸条件を慎重に検討した結

果、対象者の企業価値の向上及び持続的な発展のためには、当社の完全子会社となって当社との堅固な協

調体制を築き上げ、当社との協力関係のもと、最大限のシナジー効果を追求することが必要であると考え、

また、本公開買付けにおける買付け等の価格（以下「本公開買付価格」といいます。）その他の諸条件は

妥当で、少数株主の利益保護に十分留意されており、対象者の株主の皆様に対して合理的な株式売却の機

会を提供するものであると判断し、本公開買付けに賛同する旨の意見を表明するとともに、対象者の株主

の皆様が本公開買付けに応募することを推奨する旨を決議したとのことです。本新株予約権については、

対象者及び対象者子会社の役員や従業員に対するインセンティブとして付与されたものであり、当社が本

新株予約権を取得してもその発行要項上は行使できないことに鑑み、第三者算定機関から価値算定に関す

る意見を取得しておらず、本新株予約権に係る買付価格の妥当性についての検証を行っていないことから、

本新株予約権に関して本公開買付けに応募するか否かについては、本新株予約権者の判断に委ねることと

したとのことです。 

上記の取締役会においては、対象者の取締役のうち代表取締役社長である村上睦氏は、当社と本応募契

約を締結しているため、利益相反の疑いを回避する観点から、本公開買付けに関する対象者取締役会にお

ける審議及び決議には一切参加していないとのことです。当該取締役会においては、対象者取締役３名の

うち、上記１名を除く２名の取締役全員が出席し、出席した取締役の全会一致により、本公開買付けに賛

同する旨の決議を行っているとのことです。 

また、当該取締役会には対象者の監査役２名（両名とも社外監査役）が出席し、いずれも、上記の対象

者取締役会における決議事項について異議がない旨の意見を述べているとのことです。 

 

（２）本公開買付けの目的並びにその実施を決定するに至った背景、理由及び意思決定の過程 

当社は、昭和29年の創業以来、配置薬事業を礎として事業を全国拡大して参り、複合型医薬品企業とし

て現在では配置薬事業に加え、ドラッグストア事業、薬品製造事業、その他を行っております。 

近年は、個人消費の低迷や東日本大震災による得意顧客の喪失などにより厳しい経営環境が継続してお

りますが、「元気を届ける」というイメージ戦略のもと、全国規模の販売網を活かしたきめ細かい営業活

動、顧客訪問の徹底などによって、お客様の需要にお応えしております。当社は、配置薬事業に係る拠

点として、全国に295か所の営業所を有しておることに加え、平成４年に開始したドラッグストア事業に
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おいても、積極的な出店戦略などにより事業を拡大した結果、「セイムス」の店舗名を中心に全国で383

店舗を運営しております。 

一方、対象者グループは、対象者及び連結子会社３社で構成され（以下、対象者及びその子会社３社を

総称して「対象者グループ」といいます。）、「質の高い健康を提案するトータルコーディネート会社」を

経営理念とし、調剤薬局事業、福祉事業、並びに不動産関連事業を営んでおります。対象者グループは、

創業以来調剤薬局事業を基盤とし、現在は調剤薬局23店舗を直営展開しております。これら調剤薬局店

舗は、出店地域を集中させることによる事業基盤の強化及び機動的な人員シフト等による効率運営の実

現を企図したドミナント戦略により、すべて北海道内に所在しております。また、対象者グループは、

平成15年には収益の多角化のため、グループホームを開所し福祉事業に参入、札幌市内の２つの施設に

おいて、グループホーム及びデイサービスを経営しております。 

当社及び対象者は、平成24年２月頃、当社の配置薬事業等と対象者グループの調剤薬局事業及び福祉事

業との間の相乗効果の発揮を意図した業務提携に関する協議を開始いたしました。当該協議の具体的内

容としては、主に、(ⅰ)対象者グループの調剤薬局事業と当社の配置薬事業（対象者の重要な事業基盤

である北海道において22か所の営業所を有しております）間の北海道地域におけるマーケティング活動

に関する連携、(ⅱ)対象者グループの調剤薬局と当社薬品製造事業とが連携することによる顧客ニーズ

に基づいた新製品の開発、及び(ⅲ)当社経営資源を活用した対象者グループの福祉事業の更なる積極展

開に関する検討がなされました。 

かかる検討の過程において、当社は、対象者グループの施設の視察及び対象者との複数回の協議を重ね

た結果、対象者及び当社間のマーケティング活動及び製品開発における連携をより強固なものにし、ま

た、対象者グループの福祉事業に対する当社経営資源の投入をより迅速かつ有効なものにすることで、

当社及び対象者の企業価値を最大化させるには、対象者を当社の完全子会社とする方策が最良であると

判断し、平成24年９月末頃、当社より、対象者の第一位の主要株主であり、かつ代表取締役社長を務め

る村上睦氏に対して、本公開買付け及びその後の完全子会社化についての考え方及び基礎的な条件を提

案いたしました。当該提案について、村上睦氏より前向きな回答を得たことを受け、当社、村上睦氏及

び対象者は、本公開買付け及びその後の完全子会社化の具体的な条件に係る協議・交渉を開始いたしま

した。 

その後、当社による対象者グループに対するデュー・ディリジェンスを経て、当社、村上睦氏及び対象

者の間で更に協議を進めた結果、平成25年１月９日、本公開買付け及びその後の完全子会社化に係る諸

条件並びに事業運営の方針についての合意に至り、本資本業務提携契約を締結するとともに、本公開買

付けを実施することを決定するに至りました。 

今後当社及び対象者は、上記(ⅰ)マーケティング活動、(ⅱ)製品開発及び(ⅲ)福祉事業の拡大に関する

業務提携を実施し、企業価値の向上を実現させるために、更に検討を進めて参ります。 

 

（３）本公開買付け成立後の経営方針 

当社は、本公開買付け成立後、平成25年３月を目処に臨時株主総会（以下「本臨時株主総会」といいま

す。）の開催を対象者に要請し、本臨時株主総会において対象者の定款の一部を変更して対象者取締役の

定員を増員後、対象者の取締役の過半数となる４名の取締役を当社より指名する予定ですが、現行の経

営体制は当面維持する方針であり、村上睦氏をはじめ、対象者グループの役職員には従前の職務を引き

続き担当いただく予定です。なお、対象者の監査役についても、現在の監査役に加えて１名を新たに当

社より指名する予定です。 

 

（４）本公開買付け後の組織再編等の方針（いわゆる二段階買収に関する事項） 

 当社は、上記「（１）本公開買付けの概要」に記載のとおり、対象者を当社の完全子会社とする方針で

あり、本公開買付けにより、対象者の発行済普通株式の全てを取得できなかった場合においては、以下の

方法により、当社が対象者の発行済普通株式の全てを所有することになるよう本スクイーズアウト手続を

行うことを企図しております。 

本スクイーズアウト手続を実施する場合、具体的には、本公開買付けが成立した後、当社は、①対象者
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の定款の一部を変更して、対象者において普通株式とは別個の種類の株式を発行できるようにすること

で、対象者を会社法（平成17年法律第86号。その後の改正を含みます。以下同じです。）の規定する種類

株式発行会社とすること、②対象者の定款の一部を変更して、対象者の発行する全ての普通株式に全部

取得条項（会社法第108条第１項第７号に規定する事項についての定めをいいます。以下同じです。）を

付すこと、及び③対象者の当該株式の全て（対象者が保有する自己株式を除きます。）を取得し、当該取

得と引換えに別個の種類の対象者株式を交付することを、上記本臨時株主総会の付議議案に含めること

を対象者に要請する予定です。 

また、かかる手続の実行に際して、本臨時株主総会において上記①の付議議案に対するご承認をいただ

きますと、対象者は会社法の規定する種類株式発行会社となりますが、上記②の定款の一部変更につい

ては、会社法第111条第２項第１号に基づき、本臨時株主総会の決議に加えて、株式の内容としての全部

取得条項が付されることになる対象者の普通株式を保有する株主の皆様を構成員とする、種類株主総会

（以下「本種類株主総会」といいます。）の決議が必要となるため、当社は対象者に対し、本臨時株主総

会と同日に、上記②の定款一部変更を付議議案に含む本種類株主総会を開催することを要請する予定で

す。なお、当社は、本臨時株主総会及び本種類株主総会において上記各議案に賛成する予定です。 

上記各手続が実行された場合には、対象者の発行する全ての普通株式は全部取得条項が付された上で、

その全てが対象者に取得されることとなり、対象者の株主の皆様には当該取得の対価として別個の種類

の対象者株式が交付されることになりますが、対象者の株主の皆様のうち交付されるべき当該別個の種

類の対象者株式の数が１株に満たない端数となる株主の皆様に対しては、会社法第234条その他関係法令

の定める手続に従い、当該端数の合計数（合計した数に端数がある場合には当該端数は切り捨てられま

す。以下同じです。）に相当する当該別個の種類の対象者株式を当社に対して売却すること等によって得

られる金銭が交付されることになります。 

なお、当該端数の合計数に相当する当該別個の種類の対象者株式の売却の結果、当該株主に対して交付

される金銭の額については、本公開買付けにおける本公開買付価格に当該各株主が保有していた対象者

普通株式の数を乗じた価格と同一になるよう算定する予定です。また、全部取得条項が付された普通株

式の取得の対価として交付する対象者株式の種類及び数は、本日現在未定でありますが、当社が対象者

の発行済株式総数の全部を保有することとなるよう、当社以外の本公開買付けに応募されなかった対象

者株式の株主の皆様に対し交付しなければならない対象者株式の数が１株に満たない端数となるよう決

定する予定であります。 

当社は、本スクイーズアウト手続きを実施する場合、平成25年５月頃までに本スクイーズアウト手続を

完了することを企図しておりますが、その具体的な日程等の詳細については未定です。 

上記各手続に関連する少数株主の権利保護を目的としたと考えられる会社法上の規定として、(a)上記

②の普通株式に全部取得条項を付す旨の定款変更を行うに際しては、会社法第116条及び第117条その他

の関係法令の定めに従って、株主の皆様はその保有する株式の買取請求を行うことができる旨が定めら

れており、また、(b)上記③の全部取得条項が付された普通株式の全部取得が本臨時株主総会において決

議された場合には、会社法第172条その他の関係法令の定めに従って、株主の皆様は当該株式の取得の価

格の決定の申立てを行うことができる旨が定められております。これらの(a)又は(b)の方法による１株

当たりの買取価格及び取得価格は、最終的には裁判所が判断することになります。 

なお、当社は、関係法令の改正や関係法令についての当局の解釈、本公開買付け後の当社の株券等所有

割合、又は当社以外の対象者の株主の皆様による対象者株式の所有状況等によっては、上記①から③の

各手続に代えてそれと概ね同等の効果を有する他の方法により本スクイーズアウト手続を実施する可能

性があり、また、実施時期に変更が生じる可能性もあります。但し、その場合であっても、当社以外の

対象者の株主の皆様に対して、適用法令に基づく手続に従い、最終的に金銭を交付することを予定して

おり、当社以外の対象者の株主の皆様に対して交付される金銭の額については、本公開買付価格に当該

各株主の皆様が所有していた対象者の普通株式の数を乗じた価格と同一になるように算定する予定です。

この場合における具体的な手続については、対象者と協議のうえ、決定次第、速やかに公表いたします。 

なお、本書面は、本臨時株主総会及び本種類株主総会における対象者の株主の皆様の賛同を勧誘するも

のでは一切ありません。 
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（５）上場廃止となる見込み及びその事由 

対象者普通株式は、現在、札幌証券取引所アンビシャスに上場していますが、当社は本公開買付けにお

いて買付けを行う株券等の数に上限を設定していないため、本公開買付けの結果次第では、対象者普通

株式は札幌証券取引所アンビシャスの上場廃止基準に従い、所定の手続を経て上場廃止となる可能性が

あります。また、本公開買付けの完了時点で当該基準に該当しない場合でも、本公開買付けが成立し、

その後上記「（４）本公開買付け後の組織再編等の方針（いわゆる二段階買収に関する事項）」に記載の

本スクイーズアウト手続を実行する場合、対象者普通株式は札幌証券取引所アンビシャスの上場廃止基

準に従い、所定の手続を経て上場廃止となります。なお、上場廃止後は、札幌証券取引所アンビシャス

において対象者の普通株式を取引することができなくなります。 

また、上記「（４）本公開買付け後の組織再編等の方針（いわゆる二段階買収に関する事項）」に記載の

本スクイーズアウト手続が実行される場合、全部取得条項が付された対象者の普通株式の対価として交

付されることとなる別の種類の対象者の株式の上場申請は行われない予定であります。 

 

（６）本公開買付けに係る重要な合意 

① 本応募契約 

当社は、上記「（１）公開買付けの概要」に記載のとおり、応募予定株主との間で、平成25年１月９

日付で本応募契約を締結しております。本応募契約は、応募予定株主が自ら保有する対象者普通株式

の全て（799,200株、所有割合49.24％）について、本公開買付けに応募すること（担保権が設定され

ているものについては、担保権者である株式会社北洋銀行をして速やかに当該担保権を解除させるこ

と）を定めるものですが、応募予定株主は、当社について、本応募契約に定める表明保証（注１）に

重大な違反若しくは誤りが存在する場合又は本応募契約上の義務（注２）につき重大な違反が存する

場合には、本応募契約を解除し、本公開買付に応募しないことができます。ただし、当該規定に基づ

き本応募契約が解除された場合であっても、応募予定株主はその任意の裁量によって本公開買付けに

応募することができます。 

（注１）本応募契約において、当社は、本応募契約締結日において、①当社の適法・有効な設立及

び存続、②本応募契約の締結及び履行に必要な権限及び権能の存在並びに必要な手続の履践、

③本応募契約の法的拘束力、強制執行可能性、④本公開買付け及び本スクイーズアウト手続

（以下「本取引」といいます。）により当社が当事者となっている契約において債務不履行

事由等が構成されないこと、⑤本取引が司法・行政機関等の判断に違反するものではないこ

と、⑥本取引による当社の事業等に対する担保権その他の負担の不発生、⑦本取引の遂行に

必要な許認可等の取得・法令等上の手続の履践、⑧当社について法的倒産手続きの開始の申

立て及びその可能性の不存在、⑨反社会的勢力と関係がないことについて表明及び保証して

おります。 

（注２）本応募契約において、当社は、秘密保持義務、契約上の地位の譲渡の禁止義務等を負って

います。 

なお、当社は、本応募契約において、村上睦氏との間で、その所有する平成24年度新株予約権の全部

（200個、その目的たる株式の数：20,000株、対象者が平成24年11月９日に提出した第12期第１四半期

報告書に記載された平成24年９月30日現在の発行済株式総数1,623,000株に対する割合：1.23％）につ

いて、本公開買付け期間の末日までに同氏が放棄することを合意しております。 

② 本資本業務提携契約 

当社及び対象者は、平成25年１月９日付で本資本業務提携契約を締結しています。 

本資本業務提携契約の概要は以下のとおりです。 

(a） 資本業務提携の目的及び概要 

当社及び対象者は、以下の事項につきその効果を最大限に創出するために、本取引によって当社

が対象者を完全子会社とすることに合意する。 

(ⅰ) 対象者グループの調剤薬局事業と当社の配置薬事業間の北海道地域におけるマーケティ
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ング活動に関する連携 

(ⅱ) 対象者グループの調剤薬局と当社の薬品製造事業とが連携することによる顧客ニーズに

基づいた新製品の開発 

(ⅲ) 当社の経営資源を活用した対象者グループの福祉事業の更なる積極展開 

(b） 対象者による本公開買付けへの賛同 

対象者は、本公開買付けに賛同し（注）、本公開買付けにおける買付け等の期間（以下「本公開買

付期間」といいます。）中、株主に対して応募を推奨する旨の取締役会決議を維持し、これを変更

又は撤回しない。ただし、本公開買付期間が終了するまでの間に当社以外の者による対象者株式

に対する対抗的な公開買付けが開始された場合には、当社との間で誠実に協議する。かかる協議

を経ても、賛同決議の撤回又は変更を行わないことが対象者の取締役の忠実義務違反又は善管注

意義務違反となることが客観的に明らかな場合には、対象者は、賛同決議を撤回又は変更するこ

とができる。 

（注）対象者の賛同義務は、①当社の表明及び保証が真実かつ正確であること並びに②本取引

（本公開買付け及び本スクイーズアウト手続）の実行に重大な影響を及ぼすおそれのある

事由が生じておらず、かつ生じるおそれのないことを前提条件としています。本資本業務

提携契約において、当社は、本資本業務提携契約締結日において、①当社の適法・有効な

設立及び存続、②本資本業務提携契約の締結及び履行に必要な権限及び権能の存在並びに

必要な手続の履践、③本資本業務提携契約の法的拘束力、強制執行可能性、④本取引によ

り当社が当事者となっている契約において債務不履行事由等が構成されないこと、⑤本取

引が司法・行政機関等の判断に違反するものではないこと、⑥本取引による当社の事業等

に対する担保権その他の負担の不発生、⑦本取引の遂行に必要な許認可等の取得・法令等

上の手続の履践、⑧当社について法的倒産手続きの開始の申立て及びその可能性の不存在、

⑨反社会的勢力と関係がないことについて表明及び保証しております。 

(c） 役員派遣 

対象者は、本公開買付けが成立した場合、上記「（３）本公開買付け成立後の経営方針」に記載の

とおり当社の指名する役員候補者が選任されるよう必要な行為を行う。当社は、本公開買付けの

成立後も、解任につき正当な理由がある場合を除き、対象者グループ各社の現在の役員につき、

現在の任期中、その地位及び処遇を維持することに同意する。当社は、本公開買付けの成立以降、

当社の指名する者が対象者グループの各社の取締役の過半数を占めるまでの間、対象者グループ

の各社の取締役会及びグループ拡大経営会議に当社の指名する者をオブザーバーとして参加させ

る。 

(d） 本スクイーズアウト手続への協力 

対象者は、本公開買付け終了後速やかに、本公開買付けの決済開始日の翌日を基準日とする臨時

株主総会及び種類株主総会を開催し、本スクイーズアウト手続に必要な議案を上程し、決議する。 

 

（７）本公開買付けの公正性を担保するための措置 

当社及び対象者は、応募予定株主が当社と本応募契約を締結しており、必ずしも応募予定株主と対象者

の少数株主との利害が一致しない可能性があることを踏まえ、本公開買付けの公正性を担保すべく、以

下のような措置を実施いたしました。 

① 公開買付者における措置 

(a） 独立した第三者算定機関からの株式価値算定書の取得 

当社は、本公開買付価格の公正性を担保することを目的として、本公開買付価格を決定するにあ

たり、当社及び対象者から独立した第三者算定機関であるＡＣＥコンサルティング株式会社（以

下「ＡＣＥコンサルティング」といいます。）に対し、対象者の株式価値評価分析を依頼しました。

なお、ＡＣＥコンサルティングは、当社の関連当事者には該当せず、本公開買付けに関して重要

な利害関係を有しません。 

ＡＣＥコンサルティングは、対象者に対する現地調査、対象者の経営陣へのインタビュー及び対
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象者に対するデュー・ディリジェンスの結果を踏まえて、市場株価分析、類似会社比較分析及び

ディスカウンテッド・キャッシュ・フロー分析（以下「ＤＣＦ分析」といいます。）の各手法を用

いて対象者の株式価値評価分析を行い、当社はＡＣＥコンサルティングから平成25年１月７日に

株式価値算定書を取得いたしました。 

上記各手法において分析された対象者の普通株式１株当たりの価値の範囲はそれぞれ以下のとお

りです。 

市場株価分析 318円から355円 

類似会社比較分析 537円から655円 

ＤＣＦ分析 719円から919円 

まず市場株価分析では、平成25年１月４日を基準日として、札幌証券取引所アンビシャスにおけ

る対象者の普通株式の基準日の普通取引終値（355円）、直近１週間（５営業日）の普通取引終値

の単純平均値（349円）、直近１ヶ月の普通取引終値の単純平均値（340円）、直近３ヶ月の普通取

引終値の単純平均値（324円）及び直近６ヶ月の普通取引終値の単純平均値（318円）を基に、普

通株式１株当たりの価値の範囲を318円から355円までと分析しております。 

次に類似会社比較分析では、対象者と比較的類似する事業を手掛ける上場企業の市場株価や収益

性等を示す財務指標との比較を通じて、対象者の株式価値を評価し、普通株式１株当たりの価値

の範囲を537円から655円までと分析しております。 

ＤＣＦ分析では、対象者の事業計画、直近までの業績の動向等の諸要素を考慮した平成25年６月

期以降の対象者の将来の収益予想および設備投資計画に基づき、対象者が将来生み出すと見込ま

れるフリー・キャッシュ・フローを一定の割引率で現在価値に割り引いて企業価値や株式価値を

分析し、普通株式１株当たりの価値の範囲を719円から919円までと分析しております。 

なお、当社は、本公開買付価格の公正性に関する評価（フェアネス・オピニオン）については、

取得しておりません。 

(b） 公開買付価格の公正性を担保する客観的状況の確保 

当社は、本公開買付期間について、法令に定められた最短期間が20営業日であるところ、32営業

日としております。これは、公開買付期間を比較的長期に設定することにより、対象者の株主の

皆様及び新株予約権の保有者の皆様に本公開買付けに対する応募につき適切な判断機会を確保し

ようとするものです。また、当社以外の者による対抗的な買付け等が開始された場合には、当社

及び対象者は誠実に対応策を協議するものとしておりますが、かかる協議を経ても賛同決議の撤

回又は変更を行わないことが対象者の取締役の忠実義務又は善管注意義務違反となることが客観

的に明らかな場合には、対象者は、賛同決議を撤回又は変更することができるものとしておりま

す。当社は、これらにより、本公開買付価格の公正性を担保することを意図しております。 

 

② 対象者における措置 

(a) 独立した第三者算定機関からの株式価値算定書の取得 

対象者によれば、対象者の取締役会は、本公開買付価格の妥当性を検討するにあたって、当社及

び対象者のいずれからも独立した第三者算定機関としてのトーマツに対象者の株式価値の算定を

依頼したとのことです。なお、トーマツは、当社及び対象者の関連当事者には該当せず、本取引

に関して記載すべき重要な利害関係を有しておりません。 

トーマツは、市場株価平均法、株価倍率法及びディスカウンテッド・キャッシュ・フロー法（以

下「ＤＣＦ法」といいます。）の各手法を用いて対象者の株式価値算定を行い、対象者はトーマ

ツから平成25年１月８日に対象者の株式価値の算定結果に関する株式価値算定書を取得したとの

ことです。なお、対象者は、トーマツから本公開買付価格の公正性に関する意見（フェアネス・

オピニオン）を取得しておりません。 

上記各手法において算定された対象者の普通株式１株当たりの株式価値の範囲はそれぞれ以下の

とおりです。 

市場株価平均法 321円から346円 



 - 8 -

株価倍率法 501円から620円 

ＤＣＦ法 603円から1,019円 

市場株価平均法では、算定基準日を平成25年１月７日として、札幌証券取引所アンビシャス市場

における対象者の普通株式の直近１ヶ月間の終値平均値（346円）、直近３ヶ月間の終値平均値

（328円）及び直近６ヶ月間の終値平均値（321円）を基に、対象者の普通株式１株当たりの株式

価値の範囲を321円から346円までと分析しております。 

株価倍率法では、対象者と類似する事業を営む上場会社の市場株価や収益性を示す財務指標との

比較を通じて対象者の株式価値を分析し、対象者の普通株式１株当たりの株式価値の範囲を501

円から620円までと分析しております。 

ＤＣＦ法では、対象者の事業計画、直近までの業績の動向及び一般に公開された情報等の諸要素

を考慮した平成25年６月期以降の対象者の将来の収益予想に基づき、対象者が将来生み出すと見

込まれるフリー・キャッシュ・フローを一定の割引率で現在価値に割り引いて企業価値や株式価

値を分析し、対象者の普通株式１株当たりの株式価値の範囲を603円から1,019円までと分析して

おります。 

(b) 独立した法律事務所からの助言 

対象者によれば、対象者は、本公開買付けを含む本取引に係る審議に慎重を期し、対象者取締役

会の意思決定の公正性及び適正性を担保するために、リーガル・アドバイザーとして赤れんが法

律事務所を選任し、本公開買付けを含む本取引に対する対象者の取締役会の意思決定の方法及び

過程等について法的助言を受けているとのことです。 

(c) 利害関係を有しない取締役及び監査役全員の承認 

対象者によれば、対象者取締役会は、トーマツから取得した株式価値算定書、及び赤れんが法律

事務所から得た法的助言を踏まえ、当社による対象者の完全子会社化を目的とした本公開買付け

に係る諸条件について慎重に協議、検討を行った結果、対象者の企業価値の向上及び持続的な発

展のためには、当社の完全子会社となって当社との堅固な協調体制を築き上げ、当社との協力関

係のもと、最大限のシナジー効果を追求することが必要であると考え、また、本公開買付価格そ

の他の本公開買付けの諸条件は、対象者の株主に対して合理的な株式売却の機会を提供するもの

であると判断したとのことです。その結果、平成25年１月９日開催の対象者取締役会において、

対象者の取締役３名のうち対象者の代表取締役社長である村上睦氏を除く２名全員の一致で、本

公開買付けに賛同し、かつ、対象者の株主に対し本公開買付けに応募することを推奨する旨、及

び本新株予約権に関して本公開買付けに応募するか否かについては、新株予約権者の判断に委ね

る旨を決議したとのことです。なお、対象者の代表取締役社長である村上睦氏は、当社と本応募

契約を締結しているため、利益相反の疑いを回避する観点から、本公開買付けに関する対象者取

締役会における審議及び決議には一切参加していないとのことです。また、対象者の監査役２名

（両名とも社外監査役）が、上記取締役会に出席し、対象者の取締役会が上記決議を行うことに

つき異議がない旨の意見を述べているとのことです。 

 

 

 

２．買付け等の概要 

（１）対象者の概要 

① 名 称 株式会社オストジャパングループ 

② 所 在 地 札幌市厚別区厚別南5丁目1番7号 

③ 代 表 者 の 役 職 ・ 氏 名 代表取締役社長 村上 睦 

④ 事 業 内 容 子会社の経営管理 

⑤ 資 本 金 125,052千円（平成24年９月30日現在） 

⑥ 設 立 年 月 日 平成14年５月31日 

⑦ 大 株 主 及 び 持 株 比 率 村上 睦 33.53％
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（平成24年６月30日現在） 村上 博子 

株式会社モロオ 

株式会社ほくやく 

髙橋 昭年 

有限会社エムワイケー 

有限会社サン・ケア 

オストジャパングループ社員持株会 

森本 康一 

株式会社北洋銀行 

12.94％

6.36％

3.68％

2.96％

2.77％

2.77％

2.66％

1.85％

1.57％

⑧ 上場会社と対象者の関係 

 
資 本 関 係 

公開買付者と対象者との間には、記載すべき資本関係はありません。

また、公開買付者の関係者及び関係会社と対象者の関係者及び関係会

社の間には、特筆すべき資本関係はありません。 

 
人 的 関 係 

公開買付者と対象者との間には、記載すべき人的関係はありません。

また、公開買付者の関係者及び関係会社と対象者の関係者及び関係会

社の間には、特筆すべき人的関係はありません。 

 
取 引 関 係 

公開買付者と対象者との間には、記載すべき取引関係はありません。

また、公開買付者の関係者及び関係会社と対象者の関係者及び関係会

社の間には、特筆すべき取引関係はありません。 

 関 連 当 事 者 へ の 

該 当 状 況 

対象者は、公開買付者の関連当事者には該当しません。また、対象者

の関係者及び関係会社は、公開買付者の関連当事者には該当しませ

ん。 

 

 

（２）日程等 

① 日程 

公 開 買 付 開 始 公 告 日 平成25年１月10日（木曜日） 

公 告 掲 載 新 聞 名
電子公告を行い、その旨を日本経済新聞に掲載します。 

（電子公告アドレス http://info.edinet-fsa.go.jp/） 

公開買付届出書提出日 平成25年１月10日（木曜日） 

 

② 届出当初の買付け等の期間 

平成25年１月10日（木曜日）から平成25年２月26日（火曜日）まで（32営業日） 

 

 

（３）買付け等の価格 

普通株式１株につき、金811円 

 

 

（４）買付け等の価格の算定根拠等 

① 算定の基礎 

(a) 普通株式 

当社は、本公開買付価格の公正性を担保することを目的として、本公開買付価格を決定するに

あたり、当社及び対象者から独立した第三者算定機関であるＡＣＥコンサルティングに対し、

対象者の株式価値評価分析を依頼しました。 

ＡＣＥコンサルティングは、対象者に対する現地調査、対象者の経営陣へのインタビュー及び

対象者に対するデュー・ディリジェンスの結果を踏まえて、市場株価分析、類似会社比較分析

及びＤＣＦ分析の各手法を用いて対象者の株式価値評価分析を行い、当社はＡＣＥコンサル

ティングから平成25年１月７日に株式価値算定書を取得いたしました。 
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上記各手法において分析された対象者の普通株式１株当たりの価値の範囲はそれぞれ以下のと

おりです。 

市場株価分析 318円から355円 

類似会社比較分析 537円から655円 

ＤＣＦ分析 719円から919円 

まず市場株価分析では、平成25年１月４日を基準日として、札幌証券取引所アンビシャスにお

ける対象者の普通株式の基準日の普通取引終値（355円）、直近１週間（５営業日）の普通取引

終値の単純平均値（349円）、直近１ヶ月の普通取引終値の単純平均値（340円）、直近３ヶ月の

普通取引終値の単純平均値（324円）及び直近６ヶ月の普通取引終値の単純平均値（318円）を

基に、普通株式１株当たりの価値の範囲を318円から355円までと分析しております。 

次に類似会社比較分析では、対象者と比較的類似する事業を手掛ける上場企業の市場株価や収

益性等を示す財務指標との比較を通じて、対象者の株式価値を評価し、普通株式１株当たりの

価値の範囲を537円から655円までと分析しております。 

ＤＣＦ分析では、対象者の事業計画、直近までの業績の動向等の諸要素を考慮した平成25年６

月期以降の対象者の将来の収益予想および設備投資計画に基づき、対象者が将来生み出すと見

込まれるフリー・キャッシュ・フローを一定の割引率で現在価値に割り引いて企業価値や株式

価値を分析し、普通株式１株当たりの価値の範囲を719円から919円までと分析しております。 

当社は、本公開買付価格の決定にあたっては、対象者の将来の収益力及び成長性を反映してい

る点等を勘案し、ＤＣＦ分析による分析結果を最も重視し、検討を行いました。 

最終的には、対象者に対するデュー・ディリジェンスの結果、対象者の取締役会による本公開

買付けへの賛同の可否、対象者の普通株式の市場株価動向、本公開買付けに対する応募数の見

通し、並びに本公開買付けの後に対象者の普通株式が上場廃止となることが見込まれており対

象者の株主の皆様への影響が大きいこと等を総合的に勘案し、対象者の第一位の主要株主であ

り、かつ代表取締役社長を務める村上睦氏との間における価格交渉の内容を踏まえ、本公開買

付価格を811円と決定いたしました。 

買付価格である811円は、本公開買付け公表日の前営業日である平成25年１月８日の札幌証券

取引所アンビシャスにおける対象者の普通株式の普通取引終値の370円に対して119.2％（小数

点以下第二位四捨五入）、過去１週間（平成25年１月４日から平成25年１月８日まで）の普通

取引終値の単純平均値364円（小数点以下四捨五入）に対して122.8％（小数点以下第二位四捨

五入）、過去１ヶ月間（平成24年12月10日から平成25年１月８日まで）の普通取引終値の単純

平均値346円（小数点以下四捨五入）に対して134.7％（小数点以下第二位四捨五入）、過去

３ヶ月間（平成24年10月９日から平成25年１月８日まで）の普通取引終値の単純平均値326円

（小数点以下四捨五入）に対して149.1％（小数点以下第二位四捨五入）、過去６ヶ月間（平成

24年７月９日から平成25年１月８日まで）の普通取引終値の単純平均値319円（小数点以下四

捨五入）に対して154.1％（小数点以下第二位四捨五入）のプレミアムをそれぞれ加えた金額

となります。 

なお、当社は、本公開買付価格の公正性に関する評価（フェアネス・オピニオン）については、

取得しておりません。 

(b) 新株予約権 

本公開買付けは、本新株予約権についても買付けの対象としていますが、本公開買付けの対象

となる本新株予約権は、対象者の取締役又は従業員等に対するストックオプションとして発行

されたものであり、本新株予約権の権利行使に係る条件として、対象者の役員又は従業員等の

地位と関連した条件が設けられております。また、本新株予約権の新株予約権者が、本新株予

約権を譲渡（本公開買付けにおける売付けを含みます。）するには、対象者取締役会の承認を

要するものとされております。当該条件及び当該譲渡制限により、当社は、本新株予約権を本

公開買付けにより買い付けた上で行使することはできないと解されることから、本新株予約権

の買付価格は１個当たり１円と決定いたしました。 
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本新株予約権については、第三者算定機関から価値算定に関する意見を取得しておりません。 

 

② 算定の経緯 

当社及び対象者は、平成 24 年２月頃、当社の配置薬事業と対象者グループの調剤薬局事業及び福祉

事業との間の相乗効果の発揮を意図した業務提携に関する協議を開始いたしました。当該協議の具体的

内容としては、主に、(ⅰ)対象者グループの調剤薬局事業と当社の配置薬事業（対象者の重要な事業基

盤である北海道において 22 か所の営業所を有しております）間の北海道地域におけるマーケティング

活動における連携、(ⅱ)対象者グループの調剤薬局と当社薬品製造事業とが連携することによる顧客

ニーズに基づいた新製品の開発、及び(ⅲ)当社経営資源を活用した対象者グループの福祉事業の更なる

積極展開に関する検討がなされました。 

かかる検討の過程において、当社は、対象者施設の視察及び対象者との複数回の協議を重ねた結果、

対象者及び当社間のマーケティング活動及び製品開発における連携をより強固なものにし、また、対象

者福祉事業に対する当社経営資源の投入をより迅速かつ有効なものにすることで、当社及び対象者の企

業価値を最大化させるには、対象者を当社の完全子会社とする方策が最良であると判断し、平成 24 年

９月末頃、当社より、対象者の第一位の主要株主であり、かつ代表取締役社長を務める村上睦氏に対し

て、本公開買付け及びその後の完全子会社化についての考え方及び基礎的な条件を提案いたしました。

当該提案について、村上睦氏より前向きな回答を得たことを受け、当社、村上睦氏及び対象者は、本公

開買付け及びその後の完全子会社化の具体的な条件に係る協議・交渉を開始いたしました。 

当社は、かかる協議・交渉のなか、本公開買付価格を決定するにあたり、当社及び対象者から独立し

た第三者算定機関であるＡＣＥコンサルティングに対し、対象者の株式価値評価分析を依頼しました。 

ＡＣＥコンサルティングは、市場株価分析、類似会社比較分析及びＤＣＦ分析の各手法を用いて対象

者の株式価値評価分析を行い、当社はＡＣＥコンサルティングから平成 25 年１月７日に株式価値算定

書を取得いたしました。上記各手法において分析された対象者の普通株式１株当たりの価値の範囲はそ

れぞれ以下のとおりです。 

市場株価分析 318円から355円 

類似会社比較分析 537円から655円 

ＤＣＦ分析 719円から919円 

当社は、本公開買付価格の決定にあたっては、対象者の将来の収益力及び成長性を反映している点等

を勘案し、ＤＣＦ分析による分析結果を最も重視し、検討を行いました。 

かかる検討の結果、最終的には対象者グループに対するデュー・ディリジェンスの結果、対象者の取

締役会による本公開買付けへの賛同の可否、対象者の普通株式の市場株価動向、本公開買付けに対する

応募数の見通し、及び本公開買付けの後に対象者の普通株式が上場廃止となることが見込まれており対

象者の株主の皆様への影響が大きいこと等を総合的に勘案し、対象者の第一位の主要株主であり、かつ

代表取締役社長を務める村上睦氏との間における価格交渉の内容を踏まえ、平成 25 年１月９日に本公

開買付価格を811円と決定いたしました。 

また、本公開買付けの対象となる本新株予約権については、対象者の取締役又は従業員等に対するス

トックオプションとして発行されたものであり、本新株予約権の権利行使に係る条件として、対象者の

役員又は従業員等の地位と関連した条件が設けられております。また、本新株予約権の新株予約権者が、

本新株予約権を譲渡（本公開買付けにおける売付けを含みます。）するには、対象者取締役会の承認を

要するものとされております。当該条件及び当該譲渡制限により、当社は、本新株予約権を本公開買付

けにより買い付けた上で行使することはできないと解されることから、本新株予約権の買付価格は１個

当たり１円と決定いたしました。 

 

他方、対象者によれば、対象者の取締役会は、本公開買付価格の妥当性を検討するにあたって、当社

及び対象者のいずれからも独立した第三者算定機関としてのトーマツに対象者の株式価値の算定を依頼

したとのことです。 

トーマツは、市場株価平均法、株価倍率法及びＤＣＦ法の各手法を用いて対象者の株式価値算定を行
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い、対象者はトーマツから平成 25 年１月８日に対象者の株式価値の算定結果に関する株式価値算定書

を取得したとのことです。 

上記各手法において算定された対象者の普通株式１株当たりの株式価値の範囲はそれぞれ以下のとお

りです。 

市場株価平均法 321円から346円 

株価倍率法 501円から620円 

ＤＣＦ法 603円から1,019円 

対象者プレスリリースによれば、対象者は、平成 25 年１月９日開催の対象者取締役会において、

トーマツによる対象者の株式価値の算定結果に関する株式価値算定書、リーガル・アドバイザーである

赤れんが法律事務所から得た法的助言その他の関連資料を踏まえ、本公開買付けの諸条件を慎重に検討

した結果、対象者の企業価値の向上及び持続的な発展のためには、当社の完全子会社となって当社との

堅固な協調体制を築き上げ、当社との協力関係のもと、最大限のシナジー効果を追求することが必要で

あると考え、また、本公開買付価格その他の諸条件は妥当で、少数株主の利益保護に十分留意されてお

り、対象者の株主の皆様に対して合理的な株式売却の機会を提供するものであると判断し、本公開買付

けに賛同する旨の意見を表明するとともに、対象者の株主の皆様が本公開買付けに応募することを推奨

する旨を決議したとのことです。本新株予約権については、対象者及び対象者子会社の役員や従業員に

対するインセンティブとして付与されたものであり、当社が本新株予約権を取得しても行使できないお

それがあることに鑑み、第三者算定機関から価値算定に関する意見を取得しておらず、本新株予約権に

係る買付価格の妥当性についての検証を行っていないことから、本新株予約権に関して本公開買付けに

応募するか否かについては、本新株予約権者の判断に委ねることとしたとのことです。 

なお、上記の取締役会においては、対象者の取締役のうち代表取締役社長である村上睦氏は、当社と

本応募契約を締結しているため、利益相反の疑いを回避する観点から、本公開買付けに関する対象者取

締役会における審議及び決議には一切参加していないとのことです。当該取締役会においては、対象者

取締役３名のうち、上記１名を除く２名の取締役全員が出席し、出席した取締役の全会一致により、本

公開買付けに賛同する旨の決議を行っているとのことです。 

また、当該取締役会には対象者の監査役２名（両名とも社外監査役）が出席し、いずれも、上記の対

象者取締役会における決議事項について異議がない旨の意見を述べているとのことです。 

 

（５）買付予定の株券等の数 

買付予定数 買付予定数の下限 買付予定数の上限 

1,745,300株 1,110,200株 － 株

（注１） 買付予定数は、公開買付者が本公開買付けにより取得する対象者の株券等の最大数である

1,745,300株を記載しております。なお、当該最大数は、対象者が平成24年11月９日に提出した

第 12 期第１四半期報告書に記載された平成 24 年９月 30 日現在の発行済株式総数（1,623,000

株）に、対象者が平成 24 年９月 27 日に提出した第 11 期有価証券報告書に記載された平成 24 年

８月 31 日現在の平成16年度新株予約権及び平成18年度新株予約権（合計109 個）の目的となる

対象者普通株式の数（合計 42,300 株。なお、対象者によれば、平成 24 年８月 31 日から同年９月

30日の間に平成16年度新株予約権及び平成18年度新株予約権の数に変動はありません。）並びに

対象者が平成 24 年 11 月９日に提出した第 12 期第１四半期報告書に記載された平成 24 年９月 28

日割当の平成 24 年度新株予約権（800 個）の目的となる対象者普通株式の数（80,000 株）を加算

した株式数（1,745,300株）です。 

（注２） 応募株券等の総数が買付予定数の下限（1,110,200 株）に満たない場合は、応募株券等の全部の買

付けを行いません。応募株券等の総数が買付予定数の下限以上の場合は、応募株券等の全部の買

付けを行います。 

なお、買付予定数の下限については、対象者が平成 24 年 11 月９日に提出した第 12 期第１四半期

報告書に記載された平成24年９月30日現在の発行済株式総数（1,623,000株）に、既に行使期間
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が到来している新株予約権として、対象者が平成 24 年９月 27 日に提出した第 11 期有価証券報告

書に記載された平成 24 年８月 31 日現在の平成 16 年度新株予約権及び平成 18 年度新株予約権

（合計 109 個）の目的となる対象者普通株式の数（合計 42,300 株。なお、対象者によれば、平成

24 年８月 31 日から同年９月 30 日の間に平成 16 年度新株予約権及び平成 18 年度新株予約権の数

に変動はありません。）を加算した株式数（1,665,300 株）に３分の２を乗じて得た数（1,110,200

株）としております。公開買付者は、本公開買付けに際して本応募契約を締結することにより、

応募予定株主が保有する対象者普通株式の全て（合計799,200株、所有割合49.24％）について本

公開買付けに応募する旨の合意を得ております（担保権が設定されているものについては、担保

権者である株式会社北洋銀行をして速やかに当該担保権を解除させる旨の合意を得ております。）

が、本公開買付けの成立には、応募予定株主による応募に加えて 311,000 株（対象者が平成 24 年

11月９日に提出した第12期第１四半期報告書に記載された平成24年９月30日現在の発行済株式

総数1,623,000株に対して19.16％）の応募が必要となります。 

（注３） 公開買付期間末日までに新株予約権が行使される可能性がありますが、当該行使により交付され

る対象者株式についても本公開買付けの対象とします。 

 

 

（６）買付け等による株券等所有割合の異動 

買付け等前における公開買付者の 

所有株券等に係る議決権の数 
0個 （買付け等前における株券等所有割合 0.00％） 

買 付 予 定 の 株 券 等 に 係 る 

議 決 権 の 数 
17,453個 （買付け等後における株券等所有割合 100.00％） 

対象者の総株主の議決権の数 16,230個

（注） 「対象者の総株主等の議決権の数」は、対象者が平成 24 年 11 月９日に提出した第 12 期第１四半

期報告書に記載された平成 24 年９月 30 日現在の総株主の議決権の数です。ただし、本新株予約

権及び新株予約権の行使により交付される可能性のある対象者株式についても本公開買付けの対

象としているため、「買付け等後における株券等所有割合」の計算においては、「対象者の総株主

等の議決権の数」に、対象者が平成 24 年９月 27 日に提出した第 11 期有価証券報告書に記載され

た平成 24 年８月 31 日現在の平成 16 年度新株予約権及び平成 18 年度新株予約権（合計 109 個）

の目的となる対象者普通株式の数（合計42,300株）並びに平成24年度新株予約権（800個）の目

的となる対象者普通株式の数（80,000株）の合計数（122,300株）に係る議決権の数（1,223個）

を加えて、分母を17,453個として計算しております。 

 

（７）買付代金   1,415,438,300円 

（注） 買付代金は、本公開買付けにおける買付予定数（1,745,300株）に、１株当たりの買付価格 

811円を乗じた金額を記載しています。 

 

 

（８）決済の方法 

① 買付け等の決済をする証券会社・銀行等の名称及び本店の所在地 

三田証券株式会社   東京都中央区日本橋兜町３番11号 

 

② 決済の開始日 

平成25年３月１日（金曜日） 

 

③ 決済の方法 

公開買付期間終了後遅滞なく、本公開買付けによる買付け等の通知書を応募株主等（外国人株主等の
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場合にはその常任代理人）の住所又は所在地宛に郵送します。 

買付け等は、現金にて行います。買付け等を行った株券等に係る売却代金は、決済の開始日以後遅滞

なく、公開買付代理人から応募株主等（外国人株主等の場合にはその常任代理人）の指定した場所へ送

金するか（送金手数料がかかる場合があります。）、公開買付代理人の応募の受付けをした応募株主等口

座へお支払いします。 

 

 

（９）その他買付け等の条件及び方法 

① 法第27条の13第４項各号に掲げる条件の有無及び内容 

応募株券等の総数が買付予定数の下限（1,110,200株）に満たない場合は、応募株券等の全部の買付

けを行いません。応募株券等の総数が買付予定数の下限（1,110,200株）以上の場合は、応募株券等の

全部の買付けを行います。 

 

② 公開買付けの撤回等の条件の有無、その内容及び撤回等の開示の方法 

令第14条第１項第１号イ乃至リ及びヲ乃至ソ、第３号イ乃至チ及びヌ並びに同条第２項第３号乃至

第６号に定める事情のいずれかが発生した場合は、本公開買付けの撤回等を行うことがあります。 

なお、本公開買付けにおいて、令第14条第１項第３号ヌに定める「イからリまでに掲げる事実に準

ずる事実」とは、対象者が過去に提出した法定開示書類について、重要な事項につき虚偽の記載があり、

又は記載すべき重要な事項の記載が欠けていることが判明した場合をいいます。 

撤回等を行おうとする場合は、電子公告を行い、その旨を日本経済新聞に掲載します。但し、当該公

告を公開買付期間末日までに行うことが困難である場合には、府令第20条に規定する方法により公表

し、その後直ちに公告を行います。 

 

③ 買付け等の価格の引下げの条件の有無、その内容及び引下げの開示の方法 

法第27条の６第１項第１号の規定により、公開買付期間中に対象者が令第13条第１項に定める行為

を行った場合には、府令第19条第１項の規定に定める基準に従い、買付け等の価格の引下げを行うこ

とがあります。買付け等の価格の引下げを行おうとする場合は、電子公告を行い、その旨を日本経済新

聞に掲載します。但し、当該公告を公開買付期間末日までに行うことが困難である場合には、府令第

20条に規定する方法により公表し、その後直ちに公告を行います。買付け等の価格の引下げがなされ

た場合、当該公告が行われた日以前の応募株券等についても、引下げ後の買付け等の価格により買付け

を行います。 

 

④ 応募株主等の契約の解除権についての事項 

応募株主等は、公開買付期間中においては、いつでも本公開買付けに係る契約を解除することができ

ます。契約の解除をする場合は、公開買付期間末日の15時30分までに、下記に指定する者の本店に

「公開買付応募申込受付票」及び「公開買付応募申込書」の写しを添付の上、「本公開買付けに係る契

約の解除を行う旨の書面（以下「解除書面」といいます。）」を交付又は送付してください。但し、送

付の場合は、解除書面が公開買付期間末日の15時30分までに、下記に指定する者の本店に到達するこ

とを条件とします。従って、解除書面を送付する場合は、解除書面が公開買付期間末日の15時30分ま

でに公開買付代理人に到達しなければ解除できないことにご注意ください。 

解除書面を受領する権限を有する者 

三田証券株式会社  東京都中央区日本橋兜町３番11号 

 

⑤ 買付条件等の変更をした場合の開示の方法 

公開買付者は、公開買付期間中、法第27条の６第１項及び令第13条により禁止される場合を除き、

買付条件等の変更を行うことがあります。 
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この場合は、その変更の内容等につき電子公告を行い、その旨を日本経済新聞に掲載します。但し、

当該公告を公開買付期間末日までに行うことが困難である場合には、府令第20条に規定する方法によ

り公表し、その後直ちに公告を行います。買付条件等の変更がなされた場合、当該公告が行われた日以

前の応募株券等についても、変更後の買付条件等により買付けを行います。 

 

⑥ 訂正届出書を提出した場合の開示の方法 

公開買付者が訂正届出書を関東財務局長に提出した場合（法第27条の８第11項ただし書に規定する

場合を除きます。）は、直ちに、訂正届出書に記載した内容のうち公開買付開始公告に記載した内容に

係るものを、府令第20条に規定する方法により公表します。また、直ちに公開買付説明書を訂正し、

かつ、既に公開買付説明書を交付している応募株主等に対しては、訂正した公開買付説明書を交付して

訂正します。但し、訂正の範囲が小範囲に止まる場合には、訂正の理由、訂正した事項及び訂正後の内

容を記載した書面を作成し、その書面を応募株主等に交付することにより訂正します。 

 

⑦ 公開買付けの結果の開示の方法 

本公開買付けの結果については、公開買付期間末日の翌日に、令第９条の４及び府令第30条の２に

規定する方法により公表します。 

 

⑧ その他 

本公開買付けは、直接間接を問わず、米国内において若しくは米国に向けて行われるものではなく、

また米国の郵便その他の州際通商若しくは国際通商の方法・手段（電話、テレックス、ファクシミリ、

電子メール、インターネット通信を含みますが、これらに限りません。）を使用して行われるものでは

なく、さらに米国内の証券取引所施設を通じて行われるものでもありません。上記方法・手段により、

若しくは上記施設を通じて、又は米国内から本公開買付けに応募することはできません。 

また、本公開買付けに係る公開買付届出書又は関連する買付書類は米国内において若しくは米国に向

けて、又は米国内から、郵送その他の方法によって送付又は配布されるものではなく、かかる送付又は

配布を行うことはできません。上記制限に直接又は間接に違反する本公開買付けへの応募はお受けしま

せん。 

本公開買付けへの応募に際し、応募株主等（外国人株主の場合はその常任代理人）は公開買付者及び

公開買付代理人に対し、以下の旨の表明及び保証を行うことを求められることがあります。 

応募株主等が応募の時点及び公開買付応募申込書送付の時点のいずれにおいても、米国に所在してい

ないこと。本公開買付けに関するいかなる情報（その写しを含みます。）も、直接間接を問わず、米国

内において若しくは米国に向けて、又は米国内から、これを受領したり送付したりしていないこと。買

付け若しくは公開買付応募申込書の署名交付に関して、直接間接を問わず、米国の郵便その他の州際通

商若しくは国際通商の方法・手段（電話、テレックス、ファクシミリ、電子メール、インターネット通

信を含みますが、これらに限りません。）又は米国内の証券取引所施設を使用していないこと。他の者

の裁量権のない代理人又は受託者・受任者として行動する者でないこと（当該他の者が買付けに関する

全ての指示を米国外から与えている場合を除きます。）。 

 

 

（10）公開買付開始公告日 

平成25年１月10日（木曜日） 

 

 

（11）公開買付代理人 

三田証券株式会社   東京都中央区日本橋兜町３番11号 
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３．公開買付け後の方針等及び今後の見通し 

当社は、本公開買付け成立後、平成 25 年３月を目処に本臨時株主総会の開催を対象者に要請し、本臨時株主総会に

おいて対象者の定款の一部を変更して対象者取締役の定員を増員後、対象者の取締役の過半数となる４名の取締役を当

社より指名する予定ですが、現行の経営体制は当面維持する方針であり、村上睦氏をはじめ、対象者グループの役職員

には従前の職務を引き続き担当いただく予定です。なお、対象者の監査役についても、現在の監査役に加えて１名を新

たに当社より指名する予定です。 

 

 

 

４．その他 

（１）公開買付者と対象者又はその役員との間の合意の有無及び内容 

① 本公開買付けに対する賛同 

対象者プレスリリースによれば、対象者は、平成 25 年１月９日開催の対象者取締役会において、対

象者及び当社のいずれからも独立した第三者算定機関としてのトーマツによる対象者の株式価値の算定

結果に関する株式価値算定書、リーガル・アドバイザーである赤れんが法律事務所から得た法的助言そ

の他の関連資料を踏まえ、本公開買付けの諸条件を慎重に検討した結果、対象者の企業価値の向上及び

持続的な発展のためには、当社の完全子会社となって当社との堅固な協調体制を築き上げ、当社との協

力関係のもと、最大限のシナジー効果を追求することが必要であると考え、また、本公開買付価格その

他の諸条件は妥当で、少数株主の利益保護に十分留意されており、対象者の株主の皆様に対して合理的

な株式売却の機会を提供するものであると判断し、本公開買付けに賛同する旨の意見を表明するととも

に、対象者の株主の皆様が本公開買付けに応募することを推奨する旨を決議したとのことです。本新株

予約権については、対象者及び対象者子会社の役員や従業員に対するインセンティブとして付与された

ものであり、当社が本新株予約権を取得しても行使できないおそれがあることに鑑み、第三者算定機関

から価値算定に関する意見を取得しておらず、本新株予約権に係る買付価格の妥当性についての検証を

行っていないことから、本新株予約権に関して本公開買付けに応募するか否かについては、本新株予約

権者の判断に委ねることとしたとのことです。 

上記の取締役会においては、対象者の取締役のうち代表取締役社長である村上睦氏は、当社と本応募

契約を締結しているため、利益相反の疑いを回避する観点から、本公開買付けに関する対象者取締役会

における審議及び決議には一切参加していないとのことです。当該取締役会においては、対象者取締役

３名のうち、上記１名を除く２名の取締役全員が出席し、出席した取締役の全会一致により、本公開買

付けに賛同する旨の決議を行っているとのことです。 

また、当該取締役会には対象者の監査役２名（両名とも社外監査役）が出席し、いずれも、上記の対

象者取締役会における決議事項について異議がない旨の意見を述べているとのことです。 

 

② 応募契約の締結 

本公開買付けに際して、当社は、応募予定株主（村上睦氏、村上博子氏及びエムワイケー）との間で、

平成 25 年１月９日付で本応募契約を締結しております。本応募契約は、応募予定株主が自ら保有する

対象者普通株式の全て（799,200 株、所有割合 49.24％）について、本公開買付けに応募することを定

めるものです（担保権が設定されている村上睦氏及び村上博子氏が保有する対象者普通株式の全て（合

計 754,200 株、所有割合 46.47％）については、村上睦氏及び村上博子が担保権者である株式会社北洋

銀行をして速やかに当該担保権を解除させることを定めております。村上睦氏及び村上博子氏によれば、

平成 25 年１月 10 日以降、株式会社北洋銀行との間で担保権解除手続を行う予定であるとのことで

す。）が、応募予定株主は、当社について、本応募契約に定める表明保証（注１）に重大な違反若しく

は誤りが存在する場合又は本応募契約上の義務（注２）につき重大な違反が存する場合には、本応募契

約を解除し、本公開買付けに応募しないことができます。ただし、当該規定に基づき本応募契約が解除

された場合であっても、応募予定株主はその任意の裁量によって本公開買付けに応募することができま
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す。 

（注１） 本応募契約において、当社は、本応募契約締結日において、①当社の適法・有効な設立及

び存続、②本応募契約の締結及び履行に必要な権限及び権能の存在並びに必要な手続の履践、

③本応募契約の法的拘束力、強制執行可能性、④本取引（本公開買付け及び本スクイーズア

ウト手続）により当社が当事者となっている契約において債務不履行事由等が構成されない

こと、⑤本取引が司法・行政機関等の判断に違反するものではないこと、⑥本取引による当

社の事業等に対する担保権その他の負担の不発生、⑦本取引の遂行に必要な許認可等の取

得・法令等上の手続の履践、⑧当社について法的倒産手続きの開始の申立て及びその可能性

の不存在、⑨反社会的勢力と関係がないことについて表明及び保証しております。 

（注２）本応募契約において、当社は、秘密保持義務、契約上の地位の譲渡の禁止義務等を負ってい

ます。 

なお、当社は、本応募契約において、村上睦氏との間で、その所有する平成 24 年度新株予約権の全

部について、本公開買付け期間の末日までに同氏が放棄することを合意しております。 

 

③ 本資本業務提携契約の締結 

本公開買付けに際して、当社は、対象者との間で、平成 25 年１月９日付で本資本業務提携契約を締

結しております。 

(a) 本資本業務提携契約 

当社及び対象者は、平成25年１月９日付で本資本業務提携契約を締結しています。 

本資本業務提携契約の概要は以下のとおりです。 

(ア) 資本業務提携の目的及び概要 

当社及び対象者は、以下の事項につきその効果を最大限に創出するために、本取引によっ

て当社が対象者を完全子会社とすることに合意する。 

(ⅰ) 対象者グループの調剤薬局事業と当社の配置薬事業間の北海道地域におけるマーケ

ティング活動に関する連携 

(ⅱ) 対象者グループの調剤薬局と当社の薬品製造事業とが連携することによる顧客ニー

ズに基づいた新製品の開発 

(ⅲ) 当社の経営資源を活用した対象者グループの福祉事業の更なる積極展開 

(イ) 対象者による本公開買付けへの賛同 

対象者は、本公開買付けに賛同し（注）、本公開買付期間中、株主に対して応募を推奨す

る旨の取締役会決議を維持し、これを変更又は撤回しない。ただし、本公開買付期間が終

了するまでの間に当社以外の者による対象者株式に対する対抗的な公開買付けが開始され

た場合には、当社との間で誠実に協議する。かかる協議を経ても、賛同決議の撤回又は変

更を行わないことが対象者の取締役の忠実義務違反又は善管注意義務違反となることが客

観的に明らかな場合には、対象者は、賛同決議を撤回又は変更することができる。 

（注）対象者の賛同義務は、①当社の表明及び保証が真実かつ正確であること並びに②本

取引（本公開買付け及び本スクイーズアウト手続）の実行に重大な影響を及ぼすお

それのある事由が生じておらず、かつ生じるおそれのないことを前提条件としてい

ます。本資本業務提携契約において、当社は、本資本業務提携契約締結日において、

①当社の適法・有効な設立及び存続、②本資本業務提携契約の締結及び履行に必要

な権限及び権能の存在並びに必要な手続の履践、③本資本業務提携契約の法的拘束

力、強制執行可能性、④本取引により当社が当事者となっている契約において債務

不履行事由等が構成されないこと、⑤本取引が司法・行政機関等の判断に違反する

ものではないこと、⑥本取引による当社の事業等に対する担保権その他の負担の不

発生、⑦本取引の遂行に必要な許認可等の取得・法令等上の手続の履践、⑧当社に

ついて法的倒産手続きの開始の申立て及びその可能性の不存在、⑨反社会的勢力と

関係がないことについて表明及び保証しております。 
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(ウ) 役員派遣 

対象者は、本公開買付けが成立した場合、上記「１．買付け等の目的等」の「（３）本公

開買付け成立後の経営方針」に記載のとおり当社の指名する役員候補者が選任されるよう

必要な行為を行う。当社は、本公開買付けの成立後も、解任につき正当な理由がある場合

を除き、対象者グループ各社の現在の役員につき、現在の任期中、その地位及び処遇を維

持することに同意する。当社は、本公開買付けの成立以降、当社の指名する者が対象者グ

ループの各社の取締役の過半数を占めるまでの間、対象者グループの各社の取締役会及び

グループ拡大経営会議に当社の指名する者をオブザーバーとして参加させる。 

(エ) 本スクイーズアウト手続への協力 

対象者は、本公開買付け終了後速やかに、本公開買付けの決済開始日の翌日を基準日とす

る臨時株主総会及び種類株主総会を開催し、本スクイーズアウト手続に必要な議案を上程

し、決議する。 

 

（２）投資者が買付け等への応募の是非を判断するために必要と判断されるその他の情報 

該当事項はありません。 

 

 

以  上 
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